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え　い　せ　い

	平成22年人事委員会勧告概要
ポイント

例月給は6年連続、特別給は2年連続引下げ〔年間給与は△10.5万円〕
○　例月給

　　　　・公民格差（△1,235円、△0.29％）是正のため、給与月額を引下げ

・職責の反映と昇給カーブのフラット化を重視した改定

　（初任給付近を据え置き、若年層・管理職層の引下げを緩和）

・住居手当及び扶養手当を改定

○　特別給（賞与）

　　　　・年間支給月数を0.20月分引下げ（特別給計　4.15月 → 3.95月）

　　　　・平成23年6月期の支給から勤勉手当の割合を国と同程度まで引下げ
比較の結果

＜例月給＞

民間従業員
職　　　　　員

公民格差
417,726円

418,961円

△1,235円（△0.29％）

（注）職員給与は、本年4月の行政職給料表（一）適用者（新卒採用職員を除く。）の給与

＜特別給＞

民間支給割合
職員支給月数
　　　　　差
3.97月

4.15月

△0.18月

　　　　　　　

　改定の内容

　　　　　　　　　給料表

　区　　　　分

内　　　　　　　　　容

行政職給料表（一）

· 公民格差相当分と地域手当の引き上げに伴う給料月額の引下げ分を合わせて、引下げ改定

· 採用試験区分Ⅰ類Ａ（大学院修了程度）の初任給付近までは引下げを行わず、高齢層を強めに引下げ

　　　　　　　　　　　↓

· 職責を反映した給与水準の確保、昇給カーブのフラット化

≪0.0％～△1.5％　平均改定率△1.2％≫

　　　　　　　　　
諸手当

特別給
・年間支給月数を0.20月分引下げ

期末手当3.15月　→　2.95月（特別給計　4.15月　→　3.95月）

地域手当

・ 支給割合を1ポイント引上げ（17％　→　18％）

住居手当

· 扶養親族を有する職員に対する加算を廃止　9,000円→8,500円

· 単身赴任手当需給世帯主も同様の見直し　　4,500円→4,200円

扶養手当

・ ３人目以降の子などに係る手当て額の引上げ5,000円→6,000円

実施時期等

· 本年の改定は職員給与の引下げを伴う改定であるため遡及することなく、条例の公布の日の属する月のよくつきの初日（公布日が月の初日であるときはその日）から実施

・ 本年4月からこの改定の実施の日の前日までの公民格差相当分を解消するため、所要の調整を実施













例月給(△1,235円　△0.29％)　特別給(△0.20月)


年間給与は、マイナス10.5万円


（例月給は6年連続、特別給は2年連続引下げ）





東京都人事委員会勧告(10月7日)








東京都人事委員会は、１０月７日、職員の給与に関する勧告を行いました。人事委員会は、公民比較による例月給の較差を△０．２９％、△１，２３５円（昨年△０．３５％、△１，４６８円）とし、６年連続のマイナス勧告となり、断じて認められるものではありません。


私たちが要求している地域手当の本給繰入について一顧だにせず、地域手当については、現行１７％を１８％に引上げに伴う本給切り下げとマイナス較差を合わせて平均改定率は、△１．２％の給与改定としました。


　　　


高齢層給与の


引き下げの強化


　


公民較差解消の引下げに当たって、若年層及び管理職層の引下げを緩和すると共に、高齢層の引下げを強め、





東京の生活実態を無視、国・人事院に追随　


住居手当の見直しなど絶対認めるわけにはいきません











第３子以降の扶養手当を１子２子と同額に引き上げる一方で、住居手当について｢扶養手当の重複支給｣を理由に、扶養手当ありの９，０００円の手当を、扶養手当なしの８，５００円の水準に引き下げることを勧告しました。


私たちが要求している首都





首都圏に住める住宅手当の保障こそ必要


安心して次世代育成ができる扶養手当の増額を





今まですすめてきた昇給カーブのフラット化を一層強めています。具体的には、職責による水準差を今年も拡大し、行政職給料表（一）の場合で、０．０～△１．５％の幅で給料表を改定するとしています。


　 若年看護師採用の


ためベテラン看護


師の給料削減


　








圏における住居にかかる経費や扶養家族を含めた家族数による必要な住環境の違い、国における職員住宅の整備状況との違いを無視したものであり、住宅手当の増額こそが求められています。


　単身赴任についても扶養の有無の区分を廃止し扶養





看護職等については、｢人材確保、職務の専門性をより重視したフラットな昇給カーブへ転換｣｢初任給水準の確保のため｣として、医療職(二)は△１．６％、医療職(三)は△１．７％と、行(一)に比べて高齢層の引下げを昨年同様強くしたものとなっており、到底容認できないものです。





看護師確保のため


には給与総体の引き上げが必要





昨年、看護師等の給料表に関して人材確保の観点から


職務の専門性をより重視し





なしの水準としました。


　また、人事委員会は、住居手当について｢引き続き制度のありかたの検討｣としていますが、住居手当は超過勤務手当にも影響し、給与費と福利厚生費の関連など検討する問題は多くあると言わざるをえません。





たフラットなカーブへ転換する中、効果的な初任給水準へ転換を確保すると述べていました。都立病院は、若年看護師を中心に離職率が高い一方、充員も予定に達することができず人材確保が極めて困難になっています。


　しかし、若年を指導するベテラン看護師の給料を削減すれば、今でさえベテラン看護師の退職が後を絶たないのに、さらに拍車をかけることは目に見えています。解決する道は、総体として給与を改善するしかありません。


人事委員会はこのような実情を把握し、昨年の総括をきちんとやるべきです。








